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Ⅰ 点検・評価制度の概要 

 

１ 目的 

教育委員会は、首長から独立した立場で、地域の学校教育、社会教育等に関する事務を担

当する行政機関として、すべての都道府県及び市町村等に設置されている行政委員会であり

ます。その特性は、専門的な行政官で構成される事務局を、多様な属性を持った複数の委員

による合議により、専門家の判断のみによらない、広く地域住民の意向を反映した教育行政

を実現するものです。 
事務の点検・評価は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（以下「地教行法」とい

う。）第２６条の規定に基づき、教育委員会が、教育長以下の事務局を含む広い意味での教育

に関する事務の管理及び執行状況を点検・評価をすることにより、効果的な教育行政の推進

に資するとともに、住民への説明責任を果たすことを目的としています。 
 
２ 対象事業の考え方 

本年の点検・評価の対象事業は、これまでの考えに基づき平成２８年度分の事業実績とし

ました。その対象範囲は、学校での学習指導・生徒指導に関することや社会教育に関するこ

となど地教行法第２１条で「教育委員会の職務権限」として規定されている事務をはじめ、

市長の補助執行として行っている事務を含む、本委員会が所管するすべての事務としていま

す。 
事業のまとめ方については、平成２８年度室蘭市教育行政方針に位置付けられ、室蘭市教

育委員会において実施した主な施策・事業等を網羅する形で対象事業を選定しました。 
 
３ 学識経験者の知見の活用 

地教行法第２６条第２項の規定による教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を行う

ため、教育委員会が行った施策・事業等の実施状況についての点検及び評価の客観性を確保

し、今後の取組に向けた活用を図るため、今年度も教育に関して学識経験を有する方から点

検及び評価に関する意見や助言をいただきました。 
 

【参考】   地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 
（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 
第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務(前条第一項の規定により教育長に委任さ
れた事務その他教育長の権限に属する事務(同条第四項の規定により事務局職員等に委任された
事務を含む。)を含む。)の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する
報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たつては、教育に関し学識経験を有する者の知

見の活用を図るものとする。 
(平一九法九七・全改、平二六法七六・旧第二十七条繰上・一部改正) 
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Ⅱ 点検・評価の結果 

 
今年度についても、室蘭市教育委員会で示した平成２８年度の教育行政方針に基づき、

この教育行政方針に掲げられた重点項目に盛り込まれた施策・事業の内容と成果につい

て点検・評価を実施しました。 
なお、教育行政方針の詳しい内容につきましては、＜参考資料＞平成２８年度室蘭市

教育行政方針を参照してください。 
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重点施策                                      

 第１ 子どもたちの｢生きる力｣を育成する教育の推進 

点検・評価項目                                  

１ 「確かな学力」の育成について 

平成２８年度の取組状況 

１．学力向上基本計画に基づく学力向上への取組 

児童生徒の学力向上を図るため、「第２期室蘭市学力向上基本計画」に基づく取組の推進

及び「第３期室蘭市学力向上基本計画」策定の検討を行うとともに、各学校における取組

状況の点検評価を実施した。 

また、家庭における学習習慣の定着を図るために、各校において「家庭学習の手引き」

を作成するとともに、室蘭市教育研究所作成の「家庭教育のすすめ」リーフレットを市内

全保護者へ配布した。また、室蘭市教育研究所において、「確かな学力の向上」に係る調査・

研究の推進と教員の指導力向上を図るための研修講座の開催と指導資料のリーフレット等

を作成し、市内全教職員へ配布した。 

 

２．各学校の学力状況の把握と学力向上プランの作成   

  全国学力・学習状況調査及び本市独自の標準学力調査の実施を通じて、各校の児童生徒

の学習状況を把握するとともに、本市及び各校における調査結果の分析に基づき、学校ご

とに学力向上改善プランの作成・見直しを行った。 

 

３．学力向上に係る小・中連携教育の推進及び学力向上推進委員会の開催 

 学力向上等に係る小・中学校間の連携強化を目的に「小・中連携推進会議」を開催し、

学力向上等に係る中学校区毎の情報交流を行うとともに、１２月と２月に教育委員会、校

長会、教頭会の各代表者及び学識経験者によって構成されている「学力向上推進委員会」

を開催し、「第２期室蘭市学力向上基本計画」の点検・評価及び次年度の計画改善、「第３

期室蘭市学力向上基本計画」策定に向けての意見交換を行った。 

 

成果・課題 

≪成果≫ 

１．学力向上基本計画に基づく学力向上への取組 

（１）市内各校を対象に実施した「第２期室蘭市学力向上基本計画」の実施状況評価の結果

をみると、「児童生徒の学力状況、意識・行動等の実態把握」、「学校課題の明確化・焦点

化」、「授業公開の実施」、「新旧学年、小中間での引継ぎの徹底」等の点検項目の評価が特

に高かった。 

（２）学力向上研究奨励校である「みなと小学校」、「八丁平小学校」、「港北中学校」の３校

については、公開研究大会の開催及び先進校視察研修報告等を行い、先進的な教育情報に

ついての市内全体への環流が図られた。この他、「地球岬小学校」、「陣屋小学校」、「本室

蘭小学校」、「白鳥台小学校」、「翔陽中学校」、「桜蘭中学校」においても「確かな学力の向

上」に係る各種公開研究大会を実施している。 

（３）全国諸調査の結果については、①各校における児童生徒一人一人に応じた指導への活

用、②児童生徒自身や保護者が客観的な学力状況を把握し、学習に対する意識向上を図

る資料としての活用、③学力向上プランの検証や校内研修における学力分析資料、④そ

の他授業改善等の資料としての活用が図られ、学力向上の成果が着実に表れている。 

（４）室蘭市教育研究所における調査・研究については、言語活動の充実及びデジタル教科

書を中心としたＩＣＴ（※）活用に係る公開授業、ＩＣＴ活用及び外国語活動に係る視



4 
 

察研修、道徳教育及び外国語活動に係る研修講座の開催等を実施し、授業改善及び先進

的な教育情報に関わる市内全体への情報発信と環流を行うことができた。 

 

２．各学校における学力状況の把握と学力向上プランの作成 

（１）全国学力・学習状況調査（小６、中３対象）の結果から 

ア）小学校６年生については、全国と比較し国語Ａは「ほぼ同程度下位」（全国平均－１

～－３ポイント）、国語Ｂは「同程度」（全国平均±１ポイント）、算数Ａは「同程度」

（全国平均±１ポイント）、算数Ｂは「ほぼ同程度下位」（全国平均－１～－３ポイン

ト）に達しており、全体的に学力面での改善傾向がみられる。 

イ）中学校３年生については、全国と比較し国語Ａ・Ｂ、数学Ａ・Ｂ共に「ほぼ同程度

下位」（全国平均－１～－３ポイント）に達しており、特に数学において改善傾向がみ

られる。 

ウ）学習・生活習慣質問紙調査の結果から、「いじめは、どんな理由があってもいけない

ことだと思う」という項目が、特に中学校において大幅に改善している。また、家庭

での学習時間は全国と比較すると下回ってはいるが、改善傾向がみられる。 

（２）室蘭市標準学力調査（小５、中２対象）の結果から 

ア）小学校５年生については、国語は全国と比較し「やや低い」（全国平均－３～－５ポ

イント）。算数は「低い」（全国平均－５～－７）。 

イ）中学校２年生については、国語は全国と比較し「ほぼ同程度（下位）」（全国平均－

１～－３ポイント）。数学は「同程度」（全国平均±１ポイント）。 

ウ）各学校においては、各調査の結果を分析した上で、指導方法や指導計画の工夫・改

善を行い、児童生徒の実態に即したきめ細かな指導に努めることができた。 

 

３．学力向上に係る小・中連携教育の推進 

（１）小・中連携教育の推進を通じて、中学校入学時における小６児童の学習状況の丁寧な

引継ぎをはじめ、学習のきまりや指導方法に関する小・中学校の情報交流が進み、義務

教育９年間を見通した学力向上の取組が進められている。 

 

≪課題≫ 

１．学力諸調査を実施した各学年・教科の結果を見ると、年を追うごとに改善傾向が見られ、

一定の成果があると考えられるが、全国学力・学習状況調査の結果を見ると、全国平均正答

率を下回っている教科があることや、特に小学校においては全国平均値よりも高い学校から

低い学校まで広く分布しているなどの課題がみられる。今後も引き続き、学力向上の取組を

強化していく必要がある。 

 

２．学力諸調査の結果をみると、本市の子どもたちは、全国と比較し、「学習習慣の定着はみ

られるが、家庭での学習の時間が短い」、「TVを見たりゲームをしたりする時間が長い」と

いう状況が明らかになっており、家庭における望ましい学習習慣や生活習慣の確立が課題と

してあげられる。 

 

３．小・中連携教育の推進については、昨年度までの課題となっていた中学校区による取組

内容や教員の意識の差が改善されてきている。今後も一層、小・中連携教育の取組を促進し

ていく。 

 

今後の展開の考え方 

１．年度毎に「第２期室蘭市学力向上基本計画」の成果と課題を検証し、室蘭市の子どもた

ちに確かな学力を定着させるため、第２期室蘭市学力向上基本計画に示されている取組につ
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いての改善を図っていく。また、授業改善や教師の指導力の向上を一層効果的に推進してい

くために、①研究奨励校事業の研究の成果の環流、②チャレンジテストの活用推進、③小・

中学校の連携強化、④ＩＣＴ活用事業の推進、⑤室蘭市教育研究所における調査・研究及び

研修講座等の取組の改善・充実を図っていく。 

 

２．各学校が児童生徒の実態に即し作成した学力向上改善プランの見直しや修正を実施し、

より効果的な学習活動が実践できるよう、今後も指導・助言に努めていく。 

 

３．社会で自立して生きていく上で必要な学力や望ましい学習習慣や生活習慣を身に付け   

させることができるよう、学校・家庭・地域・教育行政が一体となった取組を推進していく。 

 

４．本市児童生徒の確かな学力の向上を推進していくための小・中連携教育を一層促進して

いく。 

 

５．平成３０年度より全面実施予定の「第３期室蘭市学力向上基本計画」の策定に向けた見

通しをもち、策定に係る内容及び課題の検討を行う。 

 

●担当課  指導班 
 
（※）ＩＣＴ（Information and communication technology） 
コンピュータやインターネットなどの情報通信技術 
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重点施策                                      

 第１ 子どもたちの｢生きる力｣を育成する教育の推進 

点検・評価項目                                  

２ 「豊かな心」の育成について 

平成２８年度の取組状況 

１．生命尊重や思いやりの心、規範意識などの子どもたちの「豊かな心」を育むために、道

徳の時間を中心とした全教育活動を通じた道徳教育の充実を図るとともに、道徳の時間の工

夫・改善に努めた。また、地域の特性を生かした「豊かな体験活動」を通じて、内面に根ざ

した道徳性の育成に努めた。このほか、道徳の時間の教科化への対応を図るための教員研修

を実施した。 
 
２．「室蘭市いじめ防止基本方針」及び学校毎の「いじめ防止基本方針」に基づき、以下の取

組を推進し、いじめ問題の未然防止、早期発見、早期対応に努めた。 
（１）年３回以上のアンケート調査や教育相談等の実施。（各校） 
（２）地域、関係機関との連携による「いじめを絶対に許さない」体制づくり。 
（３）子どもたちの主体性を生かした「むろらん子どもサミット」の開催。 
（４）インターネットを介した「いじめ問題」の未然防止の取組。 
 
３．不登校問題については、月３日以上の欠席児童生徒の把握及び状況の客観的な分析を行

い、適応指導教室と連携して不登校傾向の児童生徒の早期支援に努めた。また、不登校の初

期対応の重要性についての認識の共有化を図るとともに、小・中連携に基づく取組の充実を

図るために、市内各小・中学校職員をはじめ、スクールカウンセラーや適応指導教室職員も

含めた「いじめ・不登校等対策協議会」を開催し、中学校区ごとの情報交流を行った。 
 
４．各学校においては、子どもたちの心に寄り添う生徒指導と学級経営、教育相談体制の充

実を図り、児童生徒理解を深めるとともに、社会性や豊かな人間関係の確立を図るための生

徒指導の充実に努めた。また、関係機関や外部講師を積極的に活用しながら、性に関する指

導の充実に努めるとともに、薬物乱用防止やインターネットの危険性、不審者の対応などの

防犯教室を実施するなど、児童生徒の防犯に対する意識や規範の向上に取り組んだ。 
 
５．子どもたちの望ましい生活習慣の確立とネット犯罪やトラブル等から子どもたちを守る

取組として、「室蘭市携帯・スマホ三か条」の周知を図るとともに、モバイル端末の利用に

関するリーフレットを配布し、市内各校及びＰＴＡとの連携を図った取組を継続しながら保

護者や児童生徒への啓発を行うことができた。 
 
成果・課題 

≪成果≫ 

１．道徳教育については、市内全小・中学校に道徳副読本を配備するとともに、道徳推進教

師を中心に、各校における「道徳の時間」の指導の充実と指導改善に努めた。また、地域の

特性を生かした体験活動や全教育活動を通じて行う道徳教育の推進を通して、道徳的実践意

欲と態度の育成が図られた。 

 

２．いじめ認知の解釈の変更に伴い件数は増加したが、早期発見、早期対応の取組の推進に

一定の成果があったものと考える。 
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３．不登校児童生徒数は平成２２年度をピークに減少傾向にあり、各種取組並びに関係機関

と連携した対応について、一定の効果があったものと考える。 
 
４．市内の生徒指導に関する状況をみると、児童生徒はおおむね落ち着いた学校生活を送る

ことができていた。また、関係機関や外部講師を活用した薬物乱用防止教室やインターネッ

トの危険性、不審者の対応などの防犯教室等を実施し、問題行動の未然防止や、規範意識、

防犯意識の向上に努めた。 
 
５．インターネットの利用に関わって、ＰＴＡ、学校、教育委員会の３者の共通理解の下、

リーフレットを活用した保護者、児童生徒への啓発を図ることができた。 
 
≪課題≫ 

１．道徳の時間の充実を図るために、全体計画の整備に基づく年間指導計画の整備や、授業

改善を図るための教材開発、校内研修や公開授業の実施、道徳教育推進体制の工夫改善等が

重要である。 

 
２．「いじめはどの学校にもどの子どもにも起こりうる」という認識のもと、学校、保護者、

地域、関係機関とが一体となり、今後も組織的にいじめを防止するための体制づくりを継続

していく必要がある。  
 
３．不登校傾向となった児童生徒、保護者、学校、適応指導教室との連携については、今後

もさまざまなケースに応じた臨機応変な対応が必要である。 
 
４．生徒指導については、引き続き児童生徒の理解に努めるとともに、児童生徒の自己肯定

感の醸成や正しい判断力の育成等に努めていくことが重要である。また、全国的に、薬物乱

用の低年齢化や、インターネットを介したトラブルの発生、子どもを狙った犯罪を鑑みると、

規範意識や防犯意識の醸成に意図的計画的に取り組む必要がある。 
 
５．「室蘭市携帯・スマホ三か条」の周知を図っていたが、認知率が低くさらなる周知徹底が

大切である。携帯電話やスマートフォン、通信ゲーム等の利用については、児童生徒及び保

護者の理解が重要であり、今後も引き続き児童生徒及び保護者への啓発が必要である。 
 
今後の展開の考え方 

１．豊かな心の一層の育成を図るため、家庭や地域社会、関係団体との連携を強化するととも

に、道徳の教科化（道徳科）に係る教員研修会を引き続き実施し、「読み取る道徳」から「考

え、議論する道徳」への転換を図り、児童生徒の心に響く道徳教育の充実を図っていく。 
 
２．室蘭市いじめ防止基本方針及び各学校のいじめ防止基本計画の取組を継続し、学校におけ

る組織的な対応や取組の充実、学校・保護者・関係機関等との情報共有や連携強化を図り、「い

じめ問題」の未然防止・早期発見・早期解決の取組を推進していく。 
 
３．不登校問題については、不登校の初期段階における支援の重要性を認識し、学校と保護者

との連携はもとより、小・中学校間の連携や適応指導教室等との連携を深めながら、初期段

階からの積極的な支援に努めていく。また、家庭的な問題が長期化につながるケースもある

ことから、必要に応じて関係各課や外部関係機関との連携を図った対応を行っていく。 
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４．生徒指導の一層の充実を図るために、以下の取組を推進していく。 
（１）確かな児童生徒理解、望ましい人間関係や規範意識等の醸成、自己指導能力の育成。 
（２）学校における生徒指導体制、教育相談体制の充実・改善。 
（３）学校、保護者、地域、関係機関との連携を図った指導の充実。 
 
５．リーフレットだけではなく、ポスター掲示するなどし、インターネットの利用について、

今後も引き続き児童生徒及び保護者への啓発に努めていく。 
 
●担当課  指導班 
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重点施策                                      

 第１ 子どもたちの｢生きる力｣を育成する教育の推進 

点検・評価項目                                  

３ 「健やかな体」の育成について 

平成２８年度の取組状況 

１．体力の向上については、各学校における新体力テストの実施拡充を図るとともに、体力向

上を図るための一校一実践の取組を推進した。また、「早寝・早起き・朝ごはん」運動の一

層の推進及び日常の運動を含めた生活・運動習慣の改善については、各学校の学校便りによ

る啓発活動に加え、市内全小・中学校の保護者に配布している「家庭教育のすすめ」（リー

フレット）の中に、運動習慣に係る内容を付け加えるなどして、家庭との連携を図った取組

を推進した。 

 
２．子どもたちの望ましい食習慣の醸成や、食と健康に関する知識の定着を図るために、栄養

教諭による食育の充実に努めた。 
 

３．中学生を対象としたピロリ菌検査の実施協力 

 室蘭市がん対策推進条例に基づき、平成２８年度より市長部局と連携して中学生のピロリ菌

検査を導入した。 

○Ｈ２８実績 ～対象者１，４２３人（中学２年生、３年生※初年度のみ） 

受診者１，１４５人（受診率８０．５％）、陽性者９１人（陽性率７．９％） 

 
成果・課題 

≪成果≫ 

１．各学校において一校一実践等の体力向上の取組の充実を図ることができた。また、基本的

な生活習慣の改善については、リーフレットの配布等を通じて保護者への意識啓発を行うこ

とができた。 

 

２．栄養教諭による学校訪問を行い、食育指導の充実に努めた。 

 
３．ピロリ菌検査の導入により、早期からの胃がんの予防に資するとともに、中学生に対し

てがんに関する理解を深めるための学習の機会となった。 

 

≪課題≫ 

１．児童生徒の体力については、全道的傾向として、全国平均を下回っている現状であり、引

き続き、学校課題に応じた体育授業の改善や「一校一実践」等の取組を進めていくことが重

要である。また、基本的な生活習慣の改善に係る保護者への啓発については、今後も学校と

保護者との一層の連携を深めながら、継続的に子どもたちの生活・運動習慣の改善を図って

いくことが必要である。 

 

２．平成２７年度から県費負担教職員定数配置基準に基づき、栄養教諭が１名減の２名体制と

なったことから、学校訪問等による栄養教諭の食育指導について、一層効果的な運用の検討

が必要である。 

 
３．ピロリ菌検査はあくまでも希望者のみの実施であるが、本市におけるがん対策の推進のた

めに受診率の更なる向上が必要である。 
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今後の展開の考え方 

１．一昨年に策定した「室蘭市児童生徒の体力向上プラン」に基づき、９年間を見通した取組

の推進と家庭・地域との連携を通して次の取組を推進していく。 
（１）全国体力・運動能力、運動習慣等調査の分析と情報提供。 
（２）新体力テストの全学年実施と効果的な活用、児童生徒の経年的な実態把握と次年度への

引継ぎ。 
（３）一校一実践の取組の実施及び市内各校の取組実践についての情報交流。 
（４）体育授業の工夫・改善。 
（５）望ましい生活習慣や運動習慣を確立するための児童生徒への指導と家庭への啓発活動の

取組。 
（６）体力向上の視点からの体育行事等の見直し・改善、児童生徒の自主性を生かした体力向

上の取組。 
 
２．学校訪問等による栄養教諭の食育指導の内容充実を図るとともに、学校教育における食育

の方針を明確にし、本市児童生徒に、食に関する知識や実践的な態度を身に付けさせ、望ま

しい食習慣の形成を図っていく。 
 
３．対象となる生徒や保護者が、がんに関する適切な情報を得てピロリ菌検査の一層の普及に

繋がるよう、関係機関や学校と連携しながら必要な情報提供を行い、実効性のある施策の実

施に努める。 

 
●担当課  指導班、学校教育課、学校給食センター 
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重点施策                                      

 第１ 子どもたちの｢生きる力｣を育成する教育の推進 

点検・評価項目                                  

４ 特別支援教育と就学支援の充実について 

平成２８度の取組状況 

１．特別支援教育については、インクルーシブ教育（※）の推進等を目的に「室蘭市特別支援

教育推進協議会」を「室蘭市教育支援委員会」に改称し機能の強化を図ったほか、特別支援

教育支援員の配置拡大、市長部局や関係機関と連携して本市の支援ファイル「すてっぷ」（※）

の活用促進等を行った。 

○ 特別支援教育支援員の配置 Ｈ２７:４２人   → Ｈ２８:４８人 

○ 支援ファイル「すてっぷ」配付率（特別支援学級） 

               Ｈ２７:４２．３％ → Ｈ２８:４６．９％  

 

２．就学支援については、子どもの貧困対策として、就学援助の認定基準の引き上げや入学準

備金の早期支給・支給額の引き上げを行ったほか、保護者への周知文書やホームページの見

直し、市長部局と連携した生活困窮者に対する学習支援事業の周知の充実に取り組んだ。 

○ 就学援助の認定基準の引き上げ 

  Ｈ２７：生活保護基準の１．２倍 → Ｈ２８:１．３倍 

○ 入学準備金の早期支給 

Ｈ２８．４入学：入学後の６月末に支給 → Ｈ２９．４入学：入学前の３月に支給 

○ 入学準備金の支給額の引き上げ 

    Ｈ２８．４入学：小２０，４７０円、中２３，５５０円 

  → Ｈ２９．４入学：小４０，６００円、中４７，４００円 

 

成果・課題 

≪成果≫ 

１．会議の名称や所掌事項の改正によりインクルーシブ教育の推進体制が明確となったほか、

特別支援教育支援員による支援体制の強化や支援ファイル「すてっぷ」を活用した早期から

の一貫した支援の充実が図られた。 

 
２．認定基準の引き上げや入学準備金の早期支給・支給額の引き上げ等により就学援助制度の

更なる充実が図られた。 

 

≪課題≫ 

１．特別支援教育の対象となる児童生徒は、保護者の理解促進や支援体制の整備等により増加

傾向にあるため、支援体制の更なる充実に向けた検討が必要。 

 
２．就学援助の修学旅行費についても早期支給が求められているほか、本市で未実施の生徒会

費とクラブ活動費の支給についても、導入時期や支給方法等の検討が必要。 
 

今後の展開の考え方 

１．室蘭市教育支援委員会による就学支援やインクルーシブ教育の取組を進めるとともに、特

別支援教育支援員の配置等による支援体制の整備に努める。また、市長部局や関係機関との

連携を一層深めながら、支援ファイル「すてっぷ」を活用促進に努める。 



12 
 

２．就学支援については、就学援助の修学旅行費の早期支給化を図るなど更なる充実に努める

とともに、学習支援事業の周知と支援、相談体制の構築など、子育て応援プランとの連携を

図った総合的な取組を進める。 

 

●担当課  学校教育課 

 

（※）インクルーシブ教育 

人間の多様性の尊重等の強化、障がい者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発

達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下、障がいのある者と障が

いのない者が共に学ぶ仕組みであり、障がいのある者が教育制度一般から排除されないこと、自

己の生活する地域において初等中等教育の機会が与えられること、個人に必要な「合理的配慮」

が提供される等が必要とされている。 

 

（※）支援ファイル「すてっぷ」 

 発達に心配のある子どもが適切な支援を受けられるよう、子どもの成長や医療情報などをひと

まとめに記録する支援ファイル。子どもの成長とともに学校や病院が変わっても、子どもや保護

者を継続的に支え、自立を助ける。 
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重点施策                                      

 第１ 子どもたちの｢生きる力｣を育成する教育の推進 

点検・評価項目                                  

５ 特色ある教育活動の推進等について 

平成２８年度の取組状況 

１．世界に通じる子どもたちの育成事業として、小学校５年生を対象とした国際理解教育出

前授業を実施するとともに、中学生を対象とした「むろらん中学生イングリッシュ・デイ」

（室蘭の観光に関連する施設等を英語で紹介したＤＶＤの作成等）を実施した。 
 
２．昨年度に引き続き、外国語指導助手（ＡＬＴ）（※）を３名とした体制で、小学校の外国

語活動の充実を図るとともに、グローバル化に対応した外国語教育の充実を図るために教

員研修や指導資料の提供を実施した。 
 
３．ものづくりのまち室蘭に関連する事業として、「てついく」（※）の推進や室蘭工業大学

との連携、職場体験学習等を通して児童生徒の生き方や望ましい職業観・勤労観を育む進

路指導の充実に努めた。 
 
４．郷土室蘭の豊かな自然や環境に親しみを持ち、人間と環境との関わりについて理解を深

めるため、港ふるさと体験学習を引き続き実施した。 
 
５．環境保全に主体的に関わる態度を育成する目的から環境教育教材として、「交通エコ 
ロジー教室」（市内小学校３校）を開催し、子どもたちの環境保全の意識を高めた。 

 

６．私学振興については、高等学校、専修学校に対し教材教具等の整備や生徒募集、特色ある

教育活動等への補助を行った。 

○高等学校：北海道大谷室蘭 ７，０００千円、海星学院 ６，０００千円 

○専修学校：北斗文化学園 ３，０００千円 

 
成果・課題 

≪成果≫ 

１．世界に通じる子どもたちの育成事業を通じて、児童生徒が世界に目を向け、日本と異な

る文化や習慣への理解を深めることができた。また、小学校の外国語活動の充実のため、

外国語指導助手（ＡＬＴ）を外国語活動に派遣することにより、コミュニケーション能力

の育成を図るとともに、児童生徒が楽しさを実感できる教材作りや、小中学校外国語授業

の在り方を考える教員研修により、日常実践に生かせる指導技術の拡大を図ることができ

た。 

 

２．室蘭工業大学との連携したものづくり体験活動や中学校の総合的な学習の時間で実施し

ている職場体験学習、「てついく」に係る見学・体験学習を通して、望ましい生き方や職業

観・勤労観を育む進路指導の充実が図られた。 

 

３．港ふるさと体験学習では、北海道大学北方生物圏フィールド科学センターや市農水産課、

海上保安部、室蘭港湾事務所、栽培水産試験場、室蘭漁業協同組合、水族館等の協力を得

て、ふるさと室蘭の文化や産業を学習したり、人間と環境との関わりについて理解を深め

たりするとともに「ふるさと室蘭」への愛着と地域社会の一員としての誇りと自覚を深め
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ることができた。 

 

４．環境教育教材として、「交通エコロジー教室」（市内小学校３校）を開催し、環境保全に

主体的に関わるための環境学習の効果を高めるとともに、関係部局と連携した環境教育を

推進することができた。 

 
５．入学者数の減少により経営が厳しい私学に対して補助を行うことにより、本市における私

立学校等の教育の振興が図られた。 
 

≪課題≫ 

１．世界に通じる子どもたちの育成事業については、子どもたちが主体的に活動に参加し、 

異文化理解はもとより自国の文化への理解を深めることができるプログラム開発や、地域

人材の発掘等が必要である。 

 

２．小学校へのＡＬＴの派遣については、ＡＬＴと担任との連携を一層密にしながら、より

効果的な指導方法を工夫・改善していくことが重要であるとともに、教員研修により多く

の教員が参加しやすいよう、内容、時期を考慮し、研修の情報宣伝を工夫する必要がある。 

 

３．室蘭工業大学や関係団体等と連携したものづくり体験活動については、今後も市長部 

局や関係団体と連携協議しながら、その充実を図っていくことが必要である。 

 

４．港ふるさと体験学習については、各学校や子ども達からも好評の事業なので、今後も 

関係機関や団体の協力を得ながら、事業内容の充実に努めていくことが重要である。 

 

５．環境教育については、各学校における取組の一層の充実を積極的に支援していくことが

必要である。 

 
６．私立学校等では入学者数の減少により厳しい経営が続いており、今後も安定した学校運

営を継続していくためには、本市による支援が欠かせないものであり、今後も継続していく

必要がある。 
 

今後の展開の考え方 

１．世界に通じる子どもたちの育成事業については、より多くの子どもたちに国際理解教  

育の輪を広げていくために小学校出前講座を継続していくとともに、小学校へのＡＬＴの

派遣についても、外国語学習の充実を図るため、今後も指導方法の工夫・改善を図りなが

ら取組を継続していく。また、次期小学校学習指導要領に示された、小学校外国語教育の

充実に対応できるよう、調査・研究・指導事例の発信に努めていく。 
 
２．ものづくり体験活動等については、市長部局との関連を図りながら、今後も関係団体や

関係企業等と連携協議する機会を設けて、「ものづくり」に親しむ機会を提供するなど、地

域の産業やものづくりへの関心を育み、まちに愛着をもってもらう取組とその充実を図っ

ていく。 
 
３．港ふるさと体験学習については、関係機関や団体との連絡会議において調整を図るなど、

この事業の充実に努めていく。 
 
４．環境教育の充実については、環境保全に主体的に関わる態度を育成する観点からも、地
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域素材の積極的な活用や、関係機関と連携を一層密にしながら取組の充実を図っていく。 
 
５．今後とも私立学校法及び私立学校振興助成法に基づく国及び道の助成の充実について教

育長会等を通じて要望していく。また、市の単独補助である教育振興補助事業を今後も継続

し、私学振興の充実を図る。 
 
●担当課  指導班、学校教育課 
 
（※）ＡＬＴ（Assistant Language Teacher） 

外国語指導助手。小・中・高等学校等で日本人外国語教員と協力してティーム・ティーチング

（協同授業）を行うほか、クラブ活動や教員との交流などの活動を行う。 
 
（※）「てついく」 
子どもたちに将来このまちに住み続けたい・このまちで働きたいと感じてもらえるよう、幼少

期から小中学校など様々なステージで、ものづくりに親しめる機会を提供するなど、地域の産業

やものづくりへの関心を育み、まちに愛着をもってもらう産学官民連携した取組。現在はものづ

くりに係る１８の施設・事業所等に小中学生の見学受け入れ等を協力していただいている。 
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重点施策                                      

第２ 信頼される学校づくりの推進 

点検・評価項目                                  

６ 開かれた学校づくりの推進について 

平成２８年度の取組状況 

各校では、学校便りの地域回覧やホームページ、学校評議員会を通じて、児童生徒の教育

活動の様子や成果と課題について、保護者や地域住民への説明責任の充実に努めた。 
各学校の教育活動の推進にあたっては、日本の文化にふれる学習やものづくり・職業体験、

ボランティア教育や環境教育、国際理解教育等さまざまな教育活動において、地域の教育力

（人材や施設、自然環境等）を生かした教育活動の実践を通じて地域とともにある学校づく

りの推進に努めた。 
また、いじめの問題や児童生徒の健全育成及び登下校時の見守り活動等において、校区内の

町会や関係団体との連携を引き続き継続し、児童生徒の安全・安心の確保に努めた。 
そのほか、コミュニティ・スクール（※）導入促進事業として、室蘭西中学校区にコミュニ

ティ・スクール発足推進委員会を設置し、小・中連携を核とした本市独自のシステムを確立す

るために、調査・研究に取り組んだ。 
成果・課題 

≪成果≫ 

町会や各関係団体から、登下校時の見守り活動や地域人材による学習支援等、学校への各

種支援をいただいたことにより、児童生徒の学習効果の向上、不審者被害件数の減少等に大

きな効果が表れている。 

室蘭西中学校区では、コミュニティ・スクール制度に対する学校職員・保護者・地域住民の

理解が進みつつある。 

≪課題≫ 

学校統廃合が進められており、それに伴い校区が拡大していることから、統合校においては

新しい校区における地域関係団体との連携の再確認と強化を図る必要がある。また、保護者や

地域の方々との連携を一層密にしていくための取組の強化が必要である。 

コミュニティ・スクールについては、室蘭西中学校区の取組を市内の他の中学校区に広げて

いけるよう、広報活動の充実を図り、理解を促進していくことが必要である。 
今後の展開の考え方 

本市においては学校統廃合、校区拡大等が続いているが、各学校においては、これまでに確

立してきた地域とのつながりを引き続き継続し、学校と地域とが一体となった教育活動の充実

を図る必要がある。その中で、子ども達の安全・安心が確保できるよう、保護者・地域住民の

参画型の学校づくりの推進や、教職員の授業力の向上や服務規律の徹底など、保護者や地域住

民から信頼される学校づくりの推進に一層努めていく必要がある。 
 また、コミュニティ・スクール導入促進事業により、義務教育９年間で育てたい子ども 
像を学校・保護者・地域で共有し、学校運営に係る支援活動の具体化を図るとともに、学 
校教育と社会教育の連携によりコミュニティ・スクール制度を支援できる体制づくりを確 
立できるよう努めていく。 
●担当課  指導班 
（※）コミュニティ・スクール 
 コミュニティ・スクール（学校運営協議会）は、保護者や地域が学校の様々な課題解決に参画

し、それぞれの立場で主体的に子供たちの成長を支えていくための仕組み。学校関係者と地域が

情報や課題を共有したり、教育目標や目指すべき子ども像について協議を行うなど、学校・家庭・

地域の連携・協働体制を構築する。
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重点施策                                      

第２ 信頼される学校づくりの推進 

点検・評価項目                                  

７ 教職員の資質・能力の向上について 

平成２８年度の取組状況 

１．初任段階教員研修、５年経験者研、１０年経験者研、地域連携研修（指定校：みなと小

学校。公開研究会、先進都市視察と報告会の実施等）、学校訪問等の胆振教育局と連携した

取組を通じて、教職員の資質・能力の向上に努めた。 
 
２．室蘭市教育研究所公開授業（公開授業３回）を実施するとともに、教科指導及び発達障

がいの可能性が考えられる児童生徒への理解、情報モラル、新学習指導要領への対応を踏

まえた道徳教育・外国語活動等の研修講座を開催するなど、室蘭市内の教職員の資質・能

力の向上に努めた。 
 
３．市内全小・中学校の校内研修に関わる授業研究に、胆振教育局及び本市指導主事が参加し、

市内各学校の教育研究についての指導・助言を行った。 
 
成果・課題 

≪成果≫ 

１．胆振教育局と連携した研修事業の実施を通じて、学習指導要領の主旨の徹底及び学力向

上の取組の充実を図るための教職員研修の充実を図ることができた。 

 また、公開研究会や先進都市の視察報告会等を通じて、教員の指導力の向上に係る情報

環流を図ることができた。 

 

２．教育研究所の公開授業や研修事業には、市内の多くの教員が参加し研究協議が実施され

たほか、成果と課題を自校に持ち帰り、日々の授業実践に生かしている。 

 各種研究奨励校事業及び教育研究所の公開授業については、公開授業や研究発表等を通

じてその成果を交流し、市内各校へ還元することができた。 

 

３．市内全小・中学校の校内研究に係る授業研究会に、胆振教育局及び本市指導主事が参加

して、新学習指導要領の指導内容や指導方法の工夫改善に係わる指導助言が実施でき、確か

な学力の向上に係わって、全国学力・学習状況調査の結果に向上があるなど、一定の成果が

みられた。 

 

≪課題≫ 

 今後も引き続き、胆振教育局との連携強化や、教育研究所における先進的な研究実践を 

継続しながら、日頃の教育実践に結びつく取組が必要である。 

 また、学校毎の教育研究に対し、胆振教育局及び本市指導主事による指導・助言等の継 

続に努めていくことが必要である。 

 
今後の展開の考え方 

教育研究所においては、平成３２年度に全面実施が予定されている新学習指導要領への対応

を踏まえ、「考え、議論する道徳科への転換」、「コミュニケーションを楽しむ外国語活動」の研

究を行い、併せて本市の課題となっている言語活動の充実や、ＩＣＴ活用推進、プログラミン
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グ教育等の課題を取り入れた研究体制を継続していく。 
研修講座についても、教育の今日的な課題等を積極的に取り上げ、内容の充実を図っていき

たい。このほか、引き続き胆振教育局及び本市指導主事による指導・助言等を行う中で、教員

一人一人の授業改善や授業力の向上に努めていきたい。 
また、学校現場の業務改善や教職員の心のケアなど、教職員が力を発揮できるような環境づ

くりに取り組んでいく。 
 

 
●担当課  指導班 
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重点施策                                      

第２ 信頼される学校づくりの推進 

点検・評価項目                                  

８ 教職員の服務規律について 

平成２８年度の取組状況 

教職員の不祥事事故の未然防止に向けて、毎月の校長会議や教頭会議で服務規律の確保や法

令等の遵守について指導を徹底しているほか、各小中学校でもコンプライアンス意識の醸成を

目的とした職場研修の実施等、教職員の意識向上を図る取組を継続的に行っている。 

また、昨年６月には、道内で公務員による飲酒運転事故や酒気帯び運転が相次いで発生した

ことから、臨時校長会議を開催して飲酒運転根絶に向けた取り組みと指導を徹底するよう指示

した。 

さらに、本年３月には、市内中学校でPTA諸会計の金銭事故が発生したことから、臨時校長

会義を開催して学校の私費会計の点検と適正な事務処理について指示したほか、市教委でも市

内全小中学校の私費会計の状況の現地調査を行い、私費会計の事務処理について市内統一基準

を作成して改善を図った。 

 

成果・課題 

≪成果≫ 

教職員の交通事故・違反の発生件数が前年度と比較して減少した。 
○ Ｈ２７:４２件 → Ｈ２８:３３件 

 

≪課題≫ 

学校の私費会計について、今後も定期的な点検・調査を行い事務処理の適正化と金銭事故の

再発防止に努める。 

 

今後の展開の考え方 

教職員の服務規律について、引き続き、定例的な会議での指導や職場研修の実施等により教

職員の意識向上を図り、不祥事事故の未然防止と服務規律保持に努める。 

また、金銭事故の発生により、本市の学校教育に対する信用・信頼を著しく損ねる結果とな

ったことから、こうした事故が二度と起きないよう再発防止と信頼回復に努める。 

 

●担当課  学校教育課 
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重点施策                                      

第３ 子どもたちが安全・安心に学べる教育環境の整備 

点検・評価項目                                    

９ 交通安全教育・不審者対策について  

平成２８年度の取組状況 

１．通学路の安全対策として、小学校４校から報告のあった危険個所７か所について警察や道

路管理者等の関係機関で合同点検を行い、うち４か所については歩道へのガードパイプや注

意看板の設置等による対策を年度内に実施し、残り３箇所については警察に対して信号機や

停止線設置の要望を行っている。 
 
２．不審者被害対策については、児童生徒の危機回避能力や緊急時の対応能力の育成に向け、

関係機関の協力を得ながら、防犯教室や防犯訓練を実施するとともに、被害の抑止効果をね

らいとして、学校や、町会、地域パトロール隊による、年３回、計６日間の市内一斉巡回活

動を実施した。 
また、市内小・中学生の不審者被害情報を全学校にメールとＦＡＸにより情報提供すると

ともに、警察と連携し、防犯メール（ほくとくん防犯メール）により情報配信しており、学

校便りなどを通じて市内小・中学校の保護者に紹介するなど、防犯メール（ほくとくん防犯

メール）登録者の拡大に努めた。 
 
成果・課題 

≪成果≫ 

１．通学路の危険個所の対策や児童生徒への交通安全教育を徹底することにより、通学路の安

全性や児童生徒の交通安全意識の向上が図られている。 

２．不審者情報をメールで知らせる北海道警察が行っている防犯メール（ほくとくん防犯メー

ル）について周知徹底した。 
また、学校と地域とで連携して行っている防犯パトロールについても継続的に実施していた

が、児童生徒の不審者被害件数は２２件と前年度比＋１５件となっている。 

 

≪課題≫ 

１．今後も学校統廃合により通学路や通学方法が変更となる小学校があることから、安全な通

学路の設定や通学方法を早い段階から検討していく必要がある。 

２．不審者被害件数は昨年より増加しており、悪質な被害が後を絶たず、また高校生の被害は

増加傾向にあるため、今後も児童生徒の安全確保に万全を期す必要がある。 

 

今後の展開の考え方 

１．今後も「室蘭市通学路交通安全プログラム」に基づき関係機関と連携して通学路の合同点

検を定期的に行い、必要な安全対策や交通安全指導等の取組を継続的、効果的に実施して児

童生徒の安全確保に努める。 
２．不審者対策については、引き続き、ほくとくん防犯メールによる周知、地域パトロール隊

等と連携した一斉巡回活動、学校毎の不審者被害等注意喚起メールシステムの構築等による

安全確保体制の構築とともに、防犯教室や防犯訓練による児童生徒の危機回避能力、危険予

測能力の育成を図っていく必要がある。 
 
●担当課  指導班、学校教育課
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重点施策                                      

第３ 子どもたちが安全・安心に学べる教育環境の整備 

点検・評価項目                                    

１０ 防災教育について 

平成２８年度の取組状況 

各学校における防災計画、防災教育については、「本市地域防災計画」及び「防災教育に係る

暫定指針」に基づき、学校危機管理マニュアルの見直し・点検を行うとともに、地震、火災、

津波等を想定した避難訓練を行うなどして、児童生徒が災害時に安全に避難できる態度や能力

の育成を図った。 
また、災害等の緊急時に保護者への情報伝達をスムーズに行うためのメールシステムについ

ての拡充を図った。 
この他、防災教育に加えて、学校内外における児童生徒の事故・被害の未然防止に向け、教

職員の研修を実施するとともに、事故や被害等が発生した際の対応について、学校危機管理マ

ニュアルの見直しや全教職員の周知徹底に努めた。 
 
成果・課題 

≪成果≫ 

市内小・中学校においては、星蘭中学校や翔陽中学校では室蘭気象台と連携した防災学習や

津波避難訓練の講評等の取組を実施した。 
みなと小学校、旭ヶ丘小学校については、非常変災時に実際に全ての児童の引き渡しが完了

するまでの時間や手順等を確認し、児童を確実に保護者の皆様に引き渡す方法を確立するため、

保護者との連携を図った「緊急時児童引き渡し訓練」を実施した。 
これらの取組を通して、災害発生時の対応についての理解を深めるとともに、児童生徒の自

助の意識の向上を図ることができた。 
 また、保護者への緊急情報メールシステムについては大規模小学校を中心に利用拡充を 
図ることができ、防災以外にも、運動会の開催情報やインフルエンザ等の臨休情報等を保 
護者に伝えるなど、保護者との情報連携に役立てることができた。 
 
≪課題≫ 

 市内全小・中学校において、災害時の対応を含めた学校危機管理マニュアルの見直しを行っ

たが、実際に緊急事態が発生した場合を想定し、定期的な諸訓練の継続実施や全職員に対する

危機管理マニュアルの徹底を図っていくことが重要である。 
 緊急情報メールシステムについては、メールシステムの維持管理に専門的な知識が必要なこ

とや、学校規模や児童生徒の発達段階等によって活用方法の検討が必要であり、各学校と連携

を図りながら一層効果的な活用方法を検討していきたい。 
 
今後の展開の考え方 

地震や津波、風水害等の自然災害については、日頃からの継続的な訓練の実施と防災教育の

充実が重要であり、校長のリーダーシップの下、教職員の危機管理意識を一層高めることが必

要である。それとともに、校内組織体制の確立を含めて、学校の立地条件等を踏まえた実践的

な防災計画、防災教育計画の確立を図っていくことが必要である。 
緊急災害発生時への対応として、児童生徒の引き渡し等のルール等についても各校の対応を

確立していく必要があるものと考えている。 
 

●担当課  指導班 
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重点施策                                      

第３ 子どもたちが安全・安心に学べる教育環境の整備 

点検・評価項目                                    

１１ 学校における食物アレルギーの対応について 

平成２８年度の取組状況 

学校給食における適切なアレルギー対応のための体制整備と共通理解を図るため、学校や給

食センター、消防等の関係機関による「室蘭市立学校アレルギー対応連絡協議会」を設置し、

本市児童生徒のアレルギー疾患の状況や各学校と学校給食センターのアレルギー対応について

の意見交換を行った。 
 
成果・課題 

≪成果≫ 

今後の学校における食物アレルギー対応を推進するための必要な連携体制が構築された。 

 

≪課題≫ 

現在、各学校や学校給食センターで行っている食物アレルギー対応の流れや内容について、

協議会での意見等を参考にしながら改善を図るとともに、研修会を開催するなどして多くの教

職員がアレルギー対応を学ぶ機会を提供する必要がある。 

 

今後の展開の考え方 

「室蘭市立学校アレルギー対応連絡協議会」を定期的に開催し、学校と家庭、関係機関と

の連携を一層深めながら、食物アレルギーを有する児童生徒の安全を確保する。 
 
●担当課  学校教育課、学校給食センター 
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重点施策                                      

第３ 子どもたちが安全・安心に学べる教育環境の整備 

点検・評価項目                                    

１２ 学校給食について 

平成２８年度の取組状況 

１．安全で安心な学校給食の提供 
（１）栄養教諭の献立に沿って、衛生管理責任者である栄養教諭の指導のもと、調理委託業者

と連携して、安全で安心な給食の提供に努めた。 
（２）施設内の設備及び調理用具について、計画的に修繕及び取り換えを行った。 
（３）「HACCP」（※）に基づく衛生管理に努めた。 
（４）学校給食で使用する生鮮食品については、市内で流通している食品を購入し、産地等の

確認により安全で安心な食材の使用に努めた。 
  
２．学校給食費の滞納対策等 
（１）滞納者に対して、電話督励や催告書等を送付し、反応のない滞納者に対しては、強制執

行手続き等の「法的対応」の強化に努めた。 
（２）保護者への納付啓発を図るため、引き続き「学校給食センターだより」への掲載を行っ

た。 
（３）保護者からの申請により児童手当から給食費への充当を行った。 
 
成果・課題 

≪成果≫ 

１．「HACCP」基づく衛生管理に努めたことで、安全で安心な給食の提供ができた。 
 
２．滞納繰越分及び現滞合計の収納率は若干下がったが、現年度分の収納率の向上が計られた。 
 

≪課題≫ 

１．施設内の設備及び調理用具について計画的に修繕及び取り替えを行う必要がある。  
 
２．収納率向上もあるが、滞納繰越を増やさないようにする。   
 
今後の展開の考え方 

今後も安全で安心な食材を確保、購入し、児童・生徒に安全で安心な給食の提供をする。 
 
●担当課  学校給食センター 
 
（※）HACCP 
食品を製造する際に工程上の危害を起こす要因（ハザード；Hazard）を分析し、それを最も効

率よく管理できる部分（CCP；必須管理点）を連続的に管理して、安全を確保する管理手法のこ
と。 
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重点施策                                      

第３ 子どもたちが安全・安心に学べる教育環境の整備 

点検・評価項目                                    

１３ 学習環境の整備について 

平成２８年度の取組状況 

第３期学校適正配置計画（※）に基づき、平成３０年４月開校予定の「白蘭小学校」（陣屋小

学校と本室蘭小学校と白鳥台小学校の統合校）は、校舎及び体育館の建設工事が着工した。 
 平成３２年４月開校予定の高砂小学校と水元小学校の統合校は、基本設計が完了した。 
知利別小学校の旭ヶ丘小学校への統合を平成３２年４月とし、統合推進協議会を設置した。 

 
成果・課題 

≪成果≫ 

第３期学校適正配置計画２つ目の白蘭小は着実に建設工事が進んでいる。また、東明地区の

高砂小学校と水元小学校の統合小学校及び、知利別小学校の旭ヶ丘小学校への編入統合につい

ても着実に統合準備が進んでおり、計画に基づく児童生徒の教育環境の整備・充実が図られて

きている。 
 

≪課題≫ 

 統合時期が決まっている地区については、開校に向けたスケジュールに基づき所要の準備を

確実に行っていく。 
 「第３期学校適正配置計画」の残りの対象地区について、順次、統合推進協議会の設置に向

け、地区の学校・保護者・地域と協議を進めていく。 
  
今後の展開の考え方 

「第３期（平成２８～３２年度）」学校適正配置計画に基づき、保護者・地域の理解を得なが

ら、子ども達の教育環境の向上を図っていく。 
 

●担当課  総務課〔学校施設・施設適正配置〕 
 
（※）第３期学校適正配置計画 
平成８年に策定した「第１期適正配置計画」、平成１７年に策定した「第２期適正配置計画」

に引続き、「港北・本輪西地区（高平小学校、本輪西小学校）」、「蘭北地区（陣屋小学校、本室

蘭小学校、白鳥台小学校）」、「東明地区（高砂小学校、水元小学校、知利別小学校）」の３地区

の方向性と天沢小学校と大沢小学校の編入統合の考え方をまとめた「第３期学校適正配置計

画」を平成２３年３月に策定。 
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重点施策                                      

第４ 人とまちが生きる生涯学習の推進 

点検・評価項目                                  

１４ 男女平等参画社会に向けた取組について 

平成２８年度の取組状況 

平成２６年度よりスタートした「第２次室蘭市男女平等参画基本計画」(平成３５年度まで)
に基づき、男女平等参画社会の実現に向けた情報提供、講演会、女性リーダー育成事業等を

実施した。 
 
１．男女平等参画社会の実現に向けた情報提供 
女性が活躍する職場、介護の現状等を情報誌「アバンセ」により、市民公募した編集委

員と年２回合計１万３千部を作成し、町会・自治会、事業所、関係機関、関係団体等へ配

布、市内公共施設に配置した。 
 
２．男女平等参画社会の実現に向けた講演会等の取り組み 
講演会等の開催では、「室蘭市男女共生セミナー」を市民公募した運営委員と協働で年４

回開催し、延べ参加者１４８人となった。 
また、プラザ利用７団体との共催により、国の男女共同参画週間(６月２３日～２９日)
に、男女平等参画プラザ祭（映画上映とパネル展示）を開催したほか、札幌で開催された

女性プラザ祭に希望者を募り参加した。 
 
３．女性リーダーの育成 
  胆振女性リーダー養成研修（胆振管内から１０人参加）に室蘭市から市民公募により選ば

れた１人が、埼玉県（嵐山町）にある国立女性教育会館で開催された「男女共同参画推進フ

ォーラム」に参加した。全国各地における女性の社会参加の取組や地域活動・学習活動の実

践例について研修を受け、男女共生セミナーの中で研修成果を発表する報告会を開いた。 
 
成果・課題 

≪成果≫ 

１．男女平等参画社会の実現に向けた情報提供 

男女平等参画情報誌「アバンセ」を町会・自治会等への配布や公共施設に配置すること

により、男女平等参画社会への理解と関心を高めることができた。 

 

２．男女平等参画社会の実現に向けた講演会等の取組 

講演会等の終了後に実施したアンケート調査の結果から、社会の慣習・慣行にとらわれ

ることなく、お互いの人権を尊重しつつ個性と能力を発揮して自分らしく生きやすい社会

を目指すため、男女平等参画社会への理解が深まったとの高い評価が得られた。 

 

３．女性リーダーの育成 

女性リーダーの育成では、胆振女性リーダー養成研修報告会において、参加者から男女

平等参画社会を視野に入れた女性リーダーとしての研修成果を、今後の地域活動や団体活

動等に活かしていきたいとの報告がなされた。 
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≪課題≫ 

１．男女平等参画社会の実現に向けた情報提供 

情報誌「アバンセ」について、より多くの人へと情報発信するために、取材先や内容等、

紙面の充実を図り、市民公募の編集委員を増やす必要がある。 

 

２．男女平等参画の実現に向けた講演会等の取組 

各種講演会等への参加者の固定化が見られ、年齢層の拡大を図ることが課題である。ま

た、男女平等参画社会の実現には、社会が抱える課題の提供、育児や介護などの福祉部門

等との連携を強化する必要がある。 

 

３．女性リーダーの育成 

  審議会・委員会等における女性登用率が２１．６％と近年横ばい傾向にあるが、目標値

である３０％に達していない。町会・自治会長、ＰＴＡ会長における女性の割合が町会・

自治会長６．１％、ＰＴＡ会長４．３％と低い割合になっている。 

 

今後の展開の考え方 

１．男女平等参画の実現に向けた情報提供 
今後とも、市民公募による編集委員を増やすとともに、市民に親しまれ、読みやすく、

興味を持たれる紙面内容となるよう創意工夫を行い、男女平等参画社会の実現に向けて継

続して情報発信をしていく。 
 
２．男女平等参画の実現に向けた講演会等の取組 
市民公募による運営委員とともに、アンケート結果等に基づき、市民の関心が高く、話

題性のある男女平等参画について啓発できる講演会等を開催していく。また、講演会の開

催日は男性も参加しやすい休日開催を継続する。 
 
３．女性リーダーの育成 
各種施策の政策・方針を決定する各種審議会と委員会及びまちづくりに係る町会・自治

会長やＰＴＡ会長における女性登用率増に向け、庁内関係課や各関係団体に協力を要請し

ていく。また、引き続き胆振女性リーダー養成研修に参加するよう、関係団体や広報活動

を通じて参加者を公募する。 
 

●担当課  生涯学習課〔男女平等参画推進〕 
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重点施策                                      

第４ 人とまちが生きる生涯学習の推進 

点検・評価項目                                  

１５ 読書活動推進について 

平成２８年度の取組状況 

１．読書活動推進 

（１）親子読書ふれあい事業「ブックスタート」（※）やおはなし会を本館、分室において実

施するなど、子どもが本に親しむことができる機会を提供した。 

（２）読み聞かせボランティアなどを対象に「絵本入門講座」を開催し、ボランティアの育

成を図るとともに人材確保のきっかけづくりとした。 

（３）ふくろう文庫（※）等の寄贈文庫については、寄附者の意向に沿って市民の読書普及

を図っているほか、ふくろう文庫の蔵書公開では、会員ボランティアの支援も得て、市

民の利用促進を図っている。 

（４）（仮称）環境科学館・図書館の基本設計を行った。 

 

２．港の文学館 

 年間テーマを「生き続ける名作展」とし、北海道出身の作家である池澤夏樹氏の講演会

の開催をはじめ、企画展、朗読会などの開催により、充実した常設展示とともに、館の魅

力の向上を図った。 

 

成果・課題 

≪成果≫ 

１．読書活動推進 

 ブックスタートやおはなし会の開催により、親子が早い時期から本に関心を寄せるきっ

かけを提供することができた。 

 また、絵本入門講座には３０名の参加があり、読み聞かせボランティアのスキルアップ

とともに、新たなボランティアの誕生につなげることができた。 

 

２．港の文学館 

 年間テーマを「生き続ける名作展」とした 特別展や各種催しの開催により、平成２８

年度の来館者数は６，５０２人を数え、地元文学の周知と理解を深めることができた。 

 

≪課題≫ 

１．読書活動推進 

 子どもの読書活動推進計画の推進のため、親子読書ふれあい事業やおはなし会などを通

じ、幼少期から本に興味をもってもらえるよう、引き続き読み聞かせなどに取り組み、読

書環境の充実を図る必要がある。 

 

２．港の文学館 

  展示内容の充実や各種催しの開催により、引き続き、来館者の増に努めるとともに、文

化の薫り高い地域の拠点として芥川賞作家３人を輩出していることなど、今後も発信に努

める必要がある。 
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今後の展開の考え方 

１．読書活動推進 

 乳児への読書推進として、４ヵ月健診の会場で保護者に赤ちゃんと一緒に絵本の楽しみ

方を知っていただくためのブックスタートや、本館、分室におけるおはなし会を継続して

実施するなど、室蘭市のすべての子どもがあらゆる機会と場所で自主的に読書活動ができ

るよう、子どもの読書活動を推進する。 

 

２．港の文学館 

 企画展などの催しなどを通じ、今後も地域や学校などに一層の地元文学の周知と理解を

図り、施設の利用促進を図る。 

 

●担当課  図書館 
 
（※）親子読書ふれあい事業「ブックスタート」 
 赤ちゃんと保護者に絵本を開く楽しい体験と一緒に絵本を渡し、心ふれあうひとときを持つき

っかけをつくる活動。保健センターでの４カ月健診に参加する赤ちゃんと保護者を対象に、毎月

実施している。 
 
（※）ふくろう文庫 
平成１１年１２月から現在の「ふくろうの会」が市民から人生の節目や出来事の記念に寄附を

受け、山下ふくろうの会顧問が美術書や画集、写真集など、貴重で高価な手に入りにくい図書を

中心に選書し、図書館に寄贈され現在に至っている。 
また、現在、図書館では市民の皆様からのご寄附等により、ロータリー文庫や加藤文庫など、

１６種類の文庫を管理し、読書普及を図っている。 
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重点施策                                      

第４ 人とまちが生きる生涯学習の推進 

点検・評価項目                                  

１６ 文化振興及び文化財の保護・活用について 

平成２８年度の取組状況 

文化芸術団体と共催し、市民文化祭などを開催するほか、各種団体活動を名義後援により

支援、文化芸術の振興をはかった。西いぶり定住自立圏文化事業では、「文楽」公演開催につ

いて連携協力した。また市民美術館において「髙橋昭五郎」特別展をはじめとした事業を実

施し、様々な美術作品を鑑賞する機会を提供した。 
文化センターでは、利用者の意見を反映して設計したリハーサル室及び地下駐車場の耐震

改修・改築に着手し、安全・安心な環境で文化芸術活動を行う基盤整備を進め、（仮称）環境

科学館・図書館整備においては、基本設計を実施した。 
文化財の保護・活用においては、「縄文出前講座」などの継続実施とともに、伊達市噴火湾

文化研究所と共同で絵鞆貝塚の発掘調査を実施した。旧絵鞆小学校の保全、また国の登録有

形文化財である「旧室蘭駅舎」の活用に向け、青少年科学館にある蒸気機関車の移設や、旧

駅舎内の展示更新などを検討した。 
 

成果・課題 

≪成果≫ 

  団体活動の支援や文化芸術事業を通し、室蘭地域において文化芸術に触れる機会の充実と

団体育成に継続的につとめた。 
文化センター耐震改修を通し、市民が広く安全・安心に文化芸術に親しめる環境の整備を、

着実に進めた。（仮称）環境科学館・図書館整備では基本設計を確定した。 
地域のあゆみを示す鉄道資産である旧室蘭駅舎・蒸気機関車について、保存活用の方向性

を示した。 
 

≪課題≫ 

  文化センター・市民会館では、経年劣化が進行しており、耐震改修完了後も計画的な整備

を要している。 
  歴史的建造物である旧絵鞆小学校の保全について、周辺への安全確保なども考慮した検討

を要している。 
 
今後の展開の考え方 

文化センターの耐震改修事業を着実に推進し、文化芸術活動環境を整える。蒸気機関車の

移設の検討と、旧駅舎の展示更新を行うとともに、地域のあゆみについて広く市民の関心を

高める。 
 

●担当課  生涯学習課〔文化振興・青少年〕、図書館 
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重点施策                                      

第４ 人とまちが生きる生涯学習の推進 

点検・評価項目                                  

１７ スポーツ振興について 

平成２８年度の取組状況 

１．スポーツに親しむ機会の拡大 
（１）市民大運動会（むろらんピック）に７５０人、文化・スポーツの祭典に１，３００ 
人が参加したほか、市内競技団体が開催する各種スポーツ大会へ２７件助成した。また、

市民のスポーツに対する意識の高揚を図るため、女性スポーツサークルには１，２８２

人が参加し、ジュニアスポーツ教室には２４０人が参加した。さらに、夏休み期間に１

７日間開設した電信浜児童遊泳場には延べ２，３７８人が来場した。 
（２）西胆振６市町小学生スポーツ交流会では、６市町から５０１人が参加し、陸上競技 
大会を通して交流を深めた。 

（３）市立小・中学校体育施設開放では、小学校１３校、中学校５校の体育館を開放し、４，

７０９件（延べ６４，９７９人）の利用があった。 
（４）スポーツ大会参加奨励では、全国大会等へ出場した３団体、個人５６人に対し旅費 
を助成した。 

（５）地区住民の健康増進やスポーツ振興を図るため、１７地区に対し助成した。 
 
２．大会や合宿の誘致 
全道・全国大会規模の競技会開催に１９件助成したほか、合宿等５３団体を誘致し延べ

２，０７０人が参加した。 
 
３．施設整備 
  入江運動公園陸上競技場第２種公認継続の修繕改修のほか、温水プールの熱源改修や高

砂テニスコートの一部芝張替整備を行った。 
 
成果・課題 

≪成果≫ 

１．スポーツに親しむ機会の拡大 

市民の体力づくりや健康増進に向け、スポーツに親しむための各種スポーツ教室・サー

クルなど、市民ニーズに沿った事業展開ができた。また、平成２７年度に開設した武揚体

育館についても順調に利用され、特に屋外スポーツの冬季トレーニングの場としても活用

された。 

 

２．大会や合宿の誘致 

入江運動公園陸上競技場を利用した全道規模の大会及び合宿が誘致され、入江多目的グ

ラウンドを利用した夏季合宿についても有名チームのジュニアユースが大会前の合宿とし

て利用された。 

 

３．施設整備 

  陸上競技場については２種競技場継続に向け、砲丸投げの扇形砂場のほか、跳躍競技の

砂場２か所の増設、ハンマー・円盤投げ囲いの更新を行ったほか、ＪＦＬ公認のサッカー

ゴールを更新した。入江運動公園温水プールについては、燃料電池「エネファーム」とガ

スボイラーの導入による熱源設備の更新を行い、「エネファーム」の導入により指定避難所
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として利用されることとなった。高砂テニスコートについては、全９コート中、３コート

の人工芝張替を行った。これらの改修により競技の振興や安全面に対応した。 

その他、スポーツ施設の修繕などは、指定管理者と協議した上で危険箇所などを優先に

行うなど、安全・安心にスポーツを親しむ場を提供することができた。 

 

≪課題≫ 

１．スポーツに親しむ機会の拡大 

平成３２年度までの小学校統合計画までは学校開放体育館が減少するため、今後は限ら

れた施設数の中で開放単位を増やすなど、利用施設の確保が必要である。 

 

２．大会や合宿の誘致 

雪解けが早く、春先から多くの学生が合宿に訪れている入江運動公園陸上競技場だが、

経済効果の高い全道規模の大会を誘致できる施設の維持が必要である。 

プロスポーツ合宿の場合、合宿期間中のほか前後の芝生養生期間も必要となるため、地

域大会等との調整が課題である。 

 

３．施設整備 

体育施設は利用も多いが、老朽化が進行している施設も多く、計画的な再整備が課題で

ある。 

 

今後の展開の考え方 

１．スポーツに親しむ機会の拡大 
小学校統合による学校体育施設の開放校の減少に対応するため、今後も学校統合に併せ

て、中学校の計画的な開放や閉校体育館を活用し、市民がスポーツに親しむ場の提供を図

る。 
 
２．大会や合宿の誘致 
これまで同様、大規模大会や合宿の誘致のほか、オリンピック・パラリンピックの合宿

についても、情報の収集、提供をするなど誘致に努める。 
 
３．老朽施設の改修整備 
各施設の老朽化に対し、危険性の高い部分を優先に改修する考えであるが、改修規模、

改修工事期間、費用面などの課題も多い中、施設自体の存廃も含め可能な限り利用者の利

便性も考慮し施設整備の検討をする。 
 
●担当課  生涯学習課〔スポーツ振興〕 
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重点施策                                     

第４ 人とまちが生きる生涯学習の推進 

点検・評価項目                                   

１８ 生涯学習環境の整備について 

平成２８年度の取組状況 

１．生涯学習センターについて 

設計・建設・維持管理運営業務を包括的に実施する事業者（企業グループ）の公募・選定

を行い、基本設計及び事業計画協議に着手した。 

 

２．（仮称）環境科学館・図書館について 

基本設計を実施したほか、関係団体との意見交換等を実施した。 

 

３．（仮称）市立総合体育館について 

測量を実施したほか、事業実施時期や手法、財源確保策等について検討を行った。 

 

成果・課題 

≪成果≫ 

１．生涯学習センターについて 

基本設計の実施により計画の具体化が図られるとともに、管理運営や事業展開に係る検討

が進められた。 

 

２．（仮称）環境科学館・図書館について 

基本設計の実施により計画の具体化が図られた。 

 

３．（仮称）市立総合体育館について 

測量を実施し整備の準備を進めたほか、事業実施に向けた検討とともに課題の洗い出しが

進められた。 

 

≪課題≫ 

１．生涯学習センターについて 

長期間（１５年間）にわたる維持管理業務の適正履行監視システムの確立等 

 

２．（仮称）環境科学館・図書館について 

管理運営体制や事業展開の検討等 

 

３．（仮称）市立総合体育館について 

社会資本整備総合交付金など整備に向けた財源を有利に確保できる時期と、事業実施時期

の調整等 

 

今後の展開の考え方 

１．生涯学習センターについて 

平成２９年７月頃：工事着工（平成３０年１２月1日開館予定） 

 

２．（仮称）環境科学館・図書館について 

平成２９年度：実施設計（平成３２年度中開館予定） 
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工事スケジュールについては、実施設計の中で全体工程を踏まえ最終決定する予定。 

 

３．（仮称）市立総合体育館について 

  財源確保の調査や、室蘭市公共建築物適正化計画を基本とした事業実施時期等について、

引き続き、検討を進める 

 

●担当課 生涯学習課、〔施設〕、〔文化振興・青少年〕、〔スポーツ振興〕、図書館 
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Ⅲ 学識経験者の意見 

 

 

１ 意見提出者 

 

地教行法第２６条第２項の規定による教育に関し学識経験を有する者の知見の活用については、

教育委員会が行った点検及び評価の結果に関し意見や助言をいただくこととしました。 

このことにより、点検及び評価の客観性を確保するとともにいただいた意見等については、今

後の施策、事業等の展開に活用していきます。 

 

次の５人の方から意見等をいただきました。 

 

今 泉 勁 介  氏 （室蘭市退職校長会会長） 

村 上   明  氏 （室蘭市退職校長会副会長） 

中 山 晃 一  氏 （室蘭市退職校長会副会長） 

平 林 滋 明  氏 （室蘭市社会教育委員の会委員長） 

阿知良 洋 平  氏 （室蘭市社会教育委員の会副委員長） 

 

 

２ 点検及び評価に関する意見 

 

第１ 子どもたちの「生きる力」を育成する教育の推進 

 

１ 「確かな学力」の育成について （指導班） 

 

「確かな学力」の向上については、「学力向上基本計画」を評価・検証し平成２６年度より策定

された「第２期室蘭市学力向上基本計画」に基づいた、授業改善や学習・生活習慣の醸成などの

取組を進めていただくとともに、全国学力・学習状況調査や室蘭市独自の学力調査の結果分析に

基づき、児童生徒の実態に基づいた改善の取組を進めていただきたい。また、年度毎にその成果

と課題をしっかりと検証し、小・中学校の連携強化、授業改善等のより一層の推進をお願いした

い。 

携帯・スマホが、以前にも増して児童生徒の日常生活に浸透し、生活リズムを乱しがちになっ

ている現状を踏まえ、家庭における生活・学習習慣の改善を図るために、引き続き学校と家庭と

の連携を深めた取組を推進していただきたい。 

さらに、平成３０年度より取組を進める「第３期室蘭市学力向上基本計画」については、学習

指導要領の改訂を踏まえて実効性のある計画となるよう策定していただきたい。 
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２ 「豊かな心」の育成について （指導班） 

 

学校全体で進める道徳教育については、子ども達自身が考え、迷いながらも意見を出し合うこ

とが大切である。学校、家庭、地域の連携を一層深めながら取組の充実に努めていただきたい。

また、平成３０年度小学校、平成３１年度中学校で特別の教科道徳が全面実施となるが、授業改

善や評価方法の確立等、学校現場に混乱を生じないように、調査研究や教員研修等の充実を図り、

スムーズな移行に努めていただきたい。 

「いじめ問題」については、「室蘭市いじめ防止基本方針」及び「室蘭市いじめ問題総合対策」

に基づく取組を着実に推進し、その根絶に努めていただきたい。また、「いじめや非行問題」の未

然防止を図るためには、思いやりの心や豊かな心を育むことが重要である。そのため、各校にお

ける道徳教育の充実はもとより、保護者・地域・関係機関との連携、子どもたちの心に寄りそっ

た生徒指導、児童生徒の主体性を生かした積極的な生徒指導の推進等が重要であり、それらの取

組の一層の充実に努めていただきたい。 

不登校問題については、登校をしぶりはじめた初期段階での素早い対応が最も大切と考える。

小・中学校間の連携を図った取組の推進や適応指導教室職員と連携を図った児童生徒への支援を

行うなど、粘り強くこの問題に取り組んでいただきたい。 

子どもたちのインターネット利用に関わる「いじめ」問題や生活リズムの乱れは大変深刻な問

題である。「室蘭市携帯・スマホ三ヶ条」の取組など、インターネットの利用に関わる指導を今後

も充実させていただきたい。 

「いじめ・不登校」問題や性の悩み、ネット犯罪やトラブル等については、まず第一に児童生

徒が発する心のサインを見逃さない教師の観察力と望ましい人間関係づくりが重要であると考え

る。日頃からの児童生徒理解の充実と児童生徒の心の居場所づくりにも留意するとともに、問題

が起きた場合は、その調査と、再発防止に向けて取り組んでいただきたい。 

また、生徒指導全般の問題に対しては、学校全体での情報の共有を図るとともに、学校の組織

力を向上させ、全教職員が共通認識のもと、問題の解決、予防に取り組んでいただきたい。 

 

 

３ 「健やかな体」の育成について （指導班、学校教育課、学校給食センター） 

 

「健やかな体」の育成については、各学校における体育授業の充実や「一校一実践」などの体

力向上に向けた活動の充実が重要と考える。また、児童生徒の体力等の状況を経年的にしっかり

と把握し、一人ひとりの特性が伸びるよう、保護者の理解と協力を得ながら、体力向上の取組の

充実に努めていただきたい。 

また、地域においては、子どもが安全かつ安心して外で活動できるための関係組織との連携や、

子どもが参加できるスポーツ、体を動かす遊び等の運動機会の確保と参加協力に努めていただき

たい。 

児童生徒に望ましい運動習慣や生活習慣を身に付けさせるためには、保護者の理解と協力が必

要であると考える。今後一層保護者との連携を深め、親子スポーツの奨励や体力の向上を図るた
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めの運動習慣の定着、「早寝・早起き・朝ご飯」運動等の規則正しい生活リズムの定着など、児童

生徒の心と体の成長をサポートしていただきたい。 

学校における食育の指導については、栄養教諭の定数減という実態を十分に踏まえ、学校と栄

養教諭等との一層の連携による指導の充実に努めていただきたい。 

また、関係課との連携を図った「がん教育」の推進により、生涯にわたってたくましく生きる

ために必要な、健康と体力の育成に努めていただきたい。 

中学生のピロリ菌検査の導入は、道内でも先進的な取り組みであり、今後も関係機関と連携し

て保護者への必要な情報提供を行う等してピロリ菌検査の普及に努めていただきたい。 

 

 

４ 特別支援教育と就学支援の充実について （学校教育課） 

 

特別支援教育については、特別支援教育支援員の配置や支援ファイル「すてっぷ」の活用等に

より、支援が必要な児童生徒の教育環境の向上が図られており、今後も個々の児童生徒の状況に

応じた丁寧な対応ができるよう、関係機関と十分に連携して、支援体制の充実や保護者に対する

理解促進等に努めていただきたい。 

就学支援については、就学援助の入学準備金の早期支給を道内でも率先して実施したことは高

く評価する。子どもの貧困問題は全国的にも大きな問題となっていることから、今後も関係機関

と連携して支援方策や相談体制の充実に努めていただきたい。 

 

 

５ 特色ある教育活動について （指導班、学校教育課） 

 

世界に通じる子どもたちの育成事業については、自国の文化や室蘭の良さ等にも目を向けるこ

とができるような活動を取り入れながら、異文化理解を深めるとともに、外国語活動で培ってき

た力が発揮できるような場面を設定するなど、子どもたちの興味・関心や意欲を高めていただき

たい。 

ものづくり体験学習や「てついく」、港ふるさと体験学習等については、関係団体等と連携を密

にして、今後も児童生徒が室蘭市の産業や自然、水素社会の実現を含めた環境教育の取組につい

て関心をもつとともに、ふるさと室蘭に対する愛着や誇りをもち、市民意識を高めていただくよ

うお願いしたい。 

私学に対する振興については、市内の私学各校では特色ある教育活動の充実等により豊かな人

間性を備えた創造的な人材育成が図られ、室蘭市の教育振興に資する重要な役割を果たしている

が、子どもの人数が減少し厳しい経営が続いているため、今後も、継続的な財政支援を続けてい

ただきたい。 
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第２ 信頼される学校づくりの推進 

 

６ 開かれた学校づくりの推進について （指導班） 

 

子どもたちを取り巻く現状として、学力や体力の低下、いじめや非行問題、不審者被害など、

さまざまな課題が山積している。これらの課題と向き合っていくためには、学校、家庭、地域の

連携が不可欠である。そのため、各学校においては、今後一層の「チーム学校」の確立や「開か

れた学校づくり」の推進に努めていただきたい。 

また、室蘭市では小・中学校の統合が進む中、学校と地域との関係の希薄化も心配される。地

域人材の新たな掘り起こし等と同時に、統合前の学校がそれまで築き上げてきた地域とのつなが

りも大切にしていただきたい。 

コミュニティ・スクール導入促進事業では、コミュニティ・スクール制度に関する調査・研究

を推進する中で、これまで築いてきた小中学校の連携や地域との関係を生かし、児童・生徒が安

心して学ぶことができる環境づくりに努めていただきたい。 

 

 

７ 教職員の資質・能力の向上について （指導班） 

 

学校教育の成否は、教職員の力量によるところが大きく、子どもの心身の発達や人格形成に大

きな影響を及ぼすことから、今後も教職員の資質・能力の向上を図る教員研修の充実が重要であ

る。 

授業改善に係る教員研修については、知・徳・体の調和のとれた育成といった教育課題への対

応はもとより、グローバル化や道徳の教科化等の教育の今日的な課題への対応を図るためにも、

教育研究所等における時宜に即した研修講座を開設するなど、研修体制の充実に努めるとともに、

新学習指導要領全面実施を踏まえた教職員への研修機会の確保・充実についてもお願いしたい。 

また、教職員の資質・能力の向上には、健康管理や多忙化の解消等、教職員が力を発揮できる

環境づくりが重要であり、学校現場の業務改善や教職員の心のケア等の取り組みも推進していた

だきたい。 

さらに、各学校の研修体制や学力向上の取組の状況に差が生じないよう、引き続き教育委員会

による指導助言の実施や、最新の教育情報の提供をお願いしたい。 

 

 

８ 教職員の服務規律について （学校教育課） 

 

服務規律の保持については、道内で教職員による飲酒運転や体罰、わいせつ行為等の不祥事が

度々報じられており後を絶たない状況であることから、不祥事事故の未然防止に向けた取り組み

を重点的に実施していただきたい。 

また、室蘭市の中学校での金銭事故については、校長自らの不祥事であり極めて遺憾であるが、
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事故が発生した原因等を十分に調査して、再発防止のための対策にしっかりと取り組んでいただ

きたい。 

 

第３ 子どもたちが安全・安心に学べる教育環境の整備 

 

９ 交通安全教育・不審者対策について （指導班、学校教育課） 

 

登下校中の子ども達や保護者の列に車が突っ込む事故が全国で多発しており、通学路の安全対

策は最優先に取り組むべき課題であることから、今後も、学校や関係機関と十分に連携して危険

個所の対策や交通安全指導に取り組んでいただきたい。 

児童生徒の不審者被害件数は、実害を伴った悪質な被害は激減しているようだが、声かけ事案

などが増加していると聞いている。 

今後も、地域安全パトロール隊等と連携した不審者被害抑止のための啓発活動や防犯メール（ほ

くとくん防犯メール）の周知に努めていただくとともに、児童生徒に対しては、不審者対策の訓

練や危機回避能力等の向上を図るようお願いしたい。 

 

 

１０ 防災教育について （指導班） 

 

自然災害はいつ起こるかわからない。だからこそ日頃からの備えと対策が重要であると考える。

また、子どもたちには、生涯にわたる万が一の災害に備え、自助・共助の行動を適切に行うこと

ができるように、発達段階に応じた防災教育が必要である。市内の各学校では、室蘭市の指針に

基づく学校毎の「防災計画・防災教育計画」が作成されているとのことだが、その計画内容の着

実な実施と見直しをしっかりと行っていただきたい。 

 

 

１１ 学校における食物アレルギーの対応について （学校教育課、学校給食センター） 

 

近年、食物アレルギーを持つ子ども達が増えており、関係機関が連携して対策を検討したり情

報共有を図ることは大変重要である。今後もアレルギー対応の体制整備や研修を充実させるなど

して、保護者や子ども達が安心して安全に給食を食べれるよう環境整備に努めていただきたい。 

 

 

１２ 学校給食について （学校給食センター） 

 

今後も栄養価等を考えた献立作成に努めていただきたい。 

また、地産地消の観点からも、地場産物の活用など安価で安全かつ安心な食材を購入し、給食

の提供に努めていただきたい。 
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学校給食費の未納者に対する対応には苦労されていると思うが、負担の公平性の面からも滞納

解消に更なる努力をしていただきたい。 

 

 

１３ 学習環境の整備について （総務課〔学校施設・施設適正配置〕） 

 

第３期学校適正配置計画に基づき、蘭北小学校が昨年４月に開校し、白蘭小学校では校舎と体

育館の建設も始まり、引き続き、着実に子どもたちの安全と学習環境の整備を図っていくことを

希望する。 

また、高砂小学校と水元小学校の新設統合校のほか、第３期学校適正配置計画の残りの地区に

おいても、今後統合スケジュールに合わせ、きめの細かい説明・対応を行って、学校・保護者・

地域関係者の理解を得ながら、教育環境の整備の推進に向け努力をお願いする。 

 

 

第４ 人とまちが生きる生涯学習の推進 

 

１４ 男女平等参画社会の形成について （生涯学習課〔男女平等参画推進〕） 

 

男女平等参画社会への実現に向けて、市民ニーズに対応した情報誌アバンセの発行や男女共生

セミナーの開催などにより、男女平等参画推進への市民意識の向上を図るよう今後も広報と啓発

活動に努めていただきたい。 

また、審議会等における女性登用の促進に努めるとともに、胆振女性リーダー養成研修への参

加を促進するなど、今後も女性リーダーの育成に取り組んでいただきたい。 

 

 

１５ 読書活動推進について （図書館） 

 

子どもの読書活動推進計画に基づき実施している親子読書ふれあい事業や読み聞かせについて

は、読み聞かせボランティアの育成とともに、子どもの読書環境の充実が図られているものと評

価する。多くの市民からの寄附により６千冊を超える蔵書数に達したふくろう文庫については、

いただいた貴重な図書等の活用を図るため、市民の利用促進に努めていただきたい。 

港の文学館については、展示内容の充実とともに、各種催しの開催などを通じて、引き続き、

来館者増につながるよう、今後も地域の文化発信の拠点として、市民が憩える施設となるよう取

り組んでいただきたい。  
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１６ 文化振興及び文化財の保護・活用について （生涯学習課〔文化振興・青少年〕） 

 

耐震化を行っている文化センター以外の文化施設でも、施設・機器類などは全般的に老朽化が

進行している。各種団体の支援などの継続とともに、活動の拠点となる施設面でも計画的な整備

が必要である。 

（仮称）環境科学館・図書館の整備については、多くの市民が期待している施設である。関係

団体・利用者の意見等を十分に反映し、着実な施設整備を望む。 

また、地域の歴史、室蘭独自のものを大切に残していくことは重要であり、民俗資料館におい

ても、より活発に活動が行われることを望む。 

蒸気機関車の移設については、地域の歩みを大切にすることとして大いに評価できるが、移設

のみにとどまらず、旧駅舎を含め、石炭と鉄道とともに発展した室蘭地域の成り立ちを広く示す

ことに十分留意をしてもらいたい。同様に旧絵鞆小学校の保全については、様々な課題があるが、

後世に継承することを前提に、市文化財審議会をはじめとした専門的な見地での見解も反映し検

討を進めてもらいたい。 

 

 

１７ スポーツ振興について （生涯学習課〔スポーツ振興〕） 

 

市民の健康増進や体力づくりに向けた各種事業などが行われているが、今後も利用者ニーズに

沿った魅力ある事業を展開し、各種大会などの誘致にも取り組んでいただきたい。 

また、各施設の老朽化や学校開放体育館の減少など、課題も多いかと思うが、計画的な整備を

行うなど、利用者の利便性も考慮しながら市民がスポーツに親しむ場の確保に努めていただきた

い。 

 

 

１８ 生涯学習環境の整備について 

（生涯学習課、〔施設〕、〔文化振興・青少年〕、〔スポーツ振興〕、図書館） 

 

各施設共、市民や関係団体等の意見を踏まえて策定した基本計画に基づく着実な事業推進によ

り、生涯学習環境の整備を図っていくことを希望する。  

また、課題に挙げられている管理運営体制や新たな事業展開など、ソフト面についても、施設

整備と並行して着実に検討を進めていただきたい。 

また、生涯学習をまちづくりに活かし、地域の活性化につながるよう、取り組んでいただきた

い。 
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参 考 資 料 

 
平成２８年度 室蘭市教育行政方針 

 
○はじめに 

 平成２８年度教育行政推進の基本方針と重点施策について申し上げます。 
 
本市教育推進の目標である「２１世紀を切り拓く心豊かで主体的に学びつづける人づくり」の

具現化を一層推進するためには、教育の現状や今日的な課題を踏まえつつ、学校、家庭、地域社

会が、それぞれの役割を果たし、連携を深めながら、室蘭の活力や発展の基盤となる人づくりと

安全・安心で魅力ある教育環境づくりを着実に推進していくことが重要となります。 
そのため、学校教育においては、子どもたちの「生きる力」をより一層育むために、家庭や地

域及び小・中学校間の連携を深めながら、確かな学力、豊かな心、健やかな体の調和のとれた教

育活動を推進するとともに、教育の質的向上に鋭意取り組んでいきます。 
社会教育においては、心のふれあう地域社会や安全で安心して暮らせるまちづくりを基盤に据

えた人づくりと地域づくりを推進し、活力あるまちづくりにつながる社会教育行政に取り組んで

いきます。 
今後も学校教育と社会教育が一層の連携協力を図りながら、様々な教育施策の推進を通して、

市民の信頼に応える教育行政を進めます。 
また、平成２７年４月に施行された「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部改正

により、新教育長の設置や首長と教育委員会が協議する総合教育会議の設置、教育施策の大綱の

策定などが義務付けられましたが、教育委員会としては、教育の政治的中立性、継続性や安定性

を確保しつつ、総合教育会議において、いじめ問題などの緊急の問題への対応など市長との連携

を図るとともに、市長が策定する「室蘭市教育施策の大綱」については、市長部局との連携を強

化しながら、その実現に努めていきます。 
 
以下、その施策の概要を申し上げます。 

 
Ⅰ 子どもたちの「生きる力」を育成する教育の推進  

 第１の柱は、子どもたちの「生きる力」を育成する教育の推進であります。 
 
１．「確かな学力」の育成 

 「生きる力」の育成のうち、本市学校教育の喫緊の課題となっております「確かな学力」の向

上については、全国学力学習状況調査や本市独自の標準学力調査の結果から、小・中学校ともに

着実な成果があらわれているものの、学校間の差が依然見られることや、家庭における学習・生

活習慣が十分に身に付いていないなどの課題があげられます。 
 そのため、今後もその実態を踏まえ、学校・家庭・地域との密接な連携のもと、「第２期室蘭市

学力向上基本計画」に基づく取組を推進し、教育水準の維持向上に努めていきます。 
 具体的な取組としては、先進的な指導法の研究実践を行う研究奨励校の指定のほか、教育研究
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所と学校との連携による言語活動の充実やＩＣＴの活用の推進、グローバル化に対応するための

英語教育に関わる調査研究等を実施するとともに、学校訪問等を通じて授業改善を進めていきま

す。 
 さらに、小・中学校間の連携を図った効果的な取組の推進や主体的・協働的な学びであるアク

ティブ・ラーニング等についての助言・指導の充実、家庭における望ましい生活リズムや学習習

慣の定着を図る取組の強化を図りながら確かな学力の向上に取り組んでいきます。 
 
２．「豊かな心」の育成 

「豊かな心」の育成については、全ての教育活動を通じて、生命尊重や思いやりの心、規範意

識などの「豊かな心」を育む道徳教育の充実を図るとともに、地域の特性を生かした自然体験や

社会体験などの「豊かな体験活動」を通じて内面に根ざした道徳性の育成に努めていきます。ま

た、道徳授業の教科化への移行をスムーズに進めていくための教員研修を実施するほか、ネット

トラブルの未然防止を図るための情報モラル教育の充実に努めていきます。 
いじめ問題については、平成２６年に策定した「室蘭市いじめ防止基本方針」に基づき、学校・

家庭・地域・関係機関との連携を一層深めながら「いじめ問題」の未然防止や早期発見、早期対

応の取組を強化していきます。 
また、いじめのない学校づくりに向け、日頃からの児童生徒理解に努めるとともに、子どもた

ちの主体性を生かした「むろらん子どもサミット」を引き続き開催します。 
不登校問題については、児童生徒の状況把握を徹底するとともに、子どもたちが安心して過ご

せる学校づくりの推進に加え、各校との連携を密にしながら、適応指導教室や訪問アドバイザー

などによるきめ細やかな教育相談や支援に努めていきます。 
 児童生徒の問題行動については、子どもたちの心に寄り添った生徒指導の充実を通じて、その

未然防止に努めるとともに、いじめや非行問題については、関係機関との連携を図りながら毅然

とした対応を行っていきます。 
 また、関係機関や外部講師を積極的に活用しながら、モバイル端末を利用したＳＮＳ等での「い

じめ」の問題や人間関係トラブル等の未然防止、薬物乱用防止やインターネットの危険性、不審

者への対応などの防犯教室を実施するなど、児童生徒の防犯に対する意識や規範意識の向上に取

り組んでいきます。 
  この他、子どもたちの望ましい生活習慣の確立とネット犯罪やトラブルなどから子どもたちを
守る取組として、「室蘭市携帯・スマホ三ヶ条」の周知を強化するとともに、モバイル端末の利用

に関するリーフレットを配布するなど、保護者や児童生徒への啓発と市内各校及びＰＴＡとの連

携を図った取組を継続していきます。 
 
３．「健やかな体」の育成  

「健やかな体」の育成のうち、本市児童生徒の課題となっている「体力・運動能力」の向上に

ついては、昨年策定した「室蘭市児童生徒の体力向上プラン」に基づく取組を継続し、教員研修

や各校における「一校一実践」などの体力向上の取組の充実を図るとともに、学校・家庭・地域

との連携を深めながら、子どもたちの運動習慣の定着に努めていきます。 
また、子どもたちの望ましい食習慣の醸成や食と健康に関する知識の定着を図るために、栄養
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教諭による食育指導の充実に努めるとともに、家庭と連携した「早寝早起き朝ごはん運動」など

の規則正しい生活習慣を身に付けさせる取組の他、市長部局との連携を図った「がん教育」の推

進や中学生を対象としたピロリ菌検査の実施協力など、生涯にわたってたくましく生きていくた

めに必要な健康と体力の育成に努めていきます。 
 
４．特別支援教育と就学支援の充実 

特別支援教育については、共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育の推進を目的に「室蘭

市特別支援教育推進協議会」を「室蘭市教育支援委員会」に改称し、機能の強化を図るほか、本

市の支援ファイル「すてっぷ」を有効活用するなど、市長部局や関係機関との連携を一層深めな

がら、早期からの一貫した支援と教育相談や学習支援等の充実に努めていきます。 
また、子どもの貧困対策として、就学援助の認定基準を生活保護基準の１．２倍以内から１．

３倍以内に引き上げるほか、学習支援事業の周知と支援、相談体制の構築など、市長部局との連

携を図った総合的な取組を進めていきます。 
 
５．特色ある教育活動の推進等 

 特色ある教育活動については、世界に通じる子どもたちの育成事業として、小学生を対象とし

た「出前講座」や中学生を対象とした「むろらんイングリッシュ・デイ」を開催するとともに、

外国語指導助手の活用や室蘭工業大学国際交流センター、市長部局との連携を深めながら国際理

解教育の充実に努めていきます。 
 また、ものづくりのまち室蘭に関連する事業として、室蘭工業大学ものづくり基盤センターと

の連携や職業体験学習を通して望ましい職業観・勤労観を育むキャリア教育を充実させるととも

に、「港ふるさと体験学習」を実施します。 
この他、市長部局との連携による取組といたしまして、「交通エコロジー教室」を引き続き実施

するほか、教職員に対する「てついく」についての理解促進や「室蘭環境・エネルギー産業体験

事業」を実施し、ふるさと室蘭への愛着や誇りをもち、環境意識を高める取組を推進していきま

す。 
 また、学力や体力の向上、いじめ・不登校問題の取組強化を図るために、小・中連携教育の一

層の促進に努めるとともに、市長部局及び関係機関との連携を強化しながら、幼保小の円滑な学

びの接続に努めていきます。 
 私学に対する振興では、高等学校・専修学校への支援を継続して行います。 
 
Ⅱ 信頼される学校づくりの推進 

 次に、第２の柱は、信頼される学校づくりの推進であります。 
 
より信頼される学校づくりを進めていくためには、家庭や地域の理解と協力を得た学校づくり

を一層推進するとともに、教職員の資質・能力の向上と服務規律の徹底が重要となります。 
 そのため、児童生徒の教育活動の様子やその成果と課題について、保護者や地域住民への説明

責任をしっかりと果たすとともに、各小・中学校における地域人材や地域素材の活用を積極的に

支援し、開かれた学校づくりを一層推進します。 
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 また、今後の学校統合の推移を見据え、室蘭西中学校区をモデル地区としたコミュニティ・ス

クール導入事業を実施し、地域と一体となって子どもたちを育む「地域とともにある学校」に関

する調査研究を進めていきます。 
 教職員の資質・能力の向上については、学校訪問や研究指定事業を通じて、授業改善に関わる

教員指導に努めるとともに、教育研究所における教育研究や各種研修講座の内容充実に努めてい

きます。教職員の服務規律については、体罰等の不祥事事故の未然防止に向け、職場研修の充実

を図る等指導の徹底を図ります。 
 
Ⅲ 子どもたちが安全・安心に学べる教育環境の整備 

次に、第３の柱は、子どもたちが安全・安心に学べる教育環境の整備であります。 
 
交通安全教育や不審者から子どもを守る取組については、市長部局や関係機関、地域パトロー

ル団体との連携を図りながら、市内一斉巡回活動や見守り活動を継続するほか、自転車利用を含

めた交通安全指導の充実に努めていきます。また、平成２６年に策定した「室蘭市通学路交通安

全プログラム」に基づき、関係機関が連携して定期的な通学路の合同点検を行うなど、児童生徒

の安全確保を図ります。 
防災教育については、各校における防災計画・防災教育計画に基づき、関係機関や地域との連

携を図りながら防災訓練や防災学習等に取り組んでいきます。 
学校における食物アレルギーの対応については、教職員を対象とした研修会を充実させるとと

もに、学校と家庭、関係機関との連携を一層深めながら、食物アレルギーを有する児童生徒の安

全を確保します。 
 学校給食については、学校給食衛生管理基準に基づき、引き続き安全・安心な学校給食の提供

に努めていきます。 
 また、公平性を確保するため、給食費滞納者への早期対応と法的対応を強化し、収納率の向上

を図ります。 
学習環境の整備については、平成２８年４月に蘭北小学校が開校するほか、平成３０年４月開

校予定の陣屋・本室蘭・白鳥台小学校の統合校となる白蘭小学校の校舎棟及び体育館棟の建設に

着手します。また、平成３２年４月開校予定の高砂・水元小学校の統合に関わって、基本設計や

測量調査の着手と統合推進協議会の設置を行うほか、知利別小学校を旭ヶ丘小学校への統合に向

けての準備を進めていきます。 
 
Ⅳ 人とまちが生きる生涯学習の推進 

次に、第４の柱は、人とまちが生きる生涯学習の推進であります。 
 
１．生涯学習・社会教育の推進 

 「室蘭市社会教育振興計画」に基づき、本市の持つ地域特性を活かしつつ、市民一人ひとりが

生涯にわたり学び、豊かな人生を送りながら、その成果を還元できる社会の実現をめざし、地域

の活力と教育力を向上させていく環境づくりや施策を総合的に推進します。 
 男女平等参画社会に向けた取組については、「第２次室蘭市男女平等参画基本計画」に基づき、
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男女平等参画社会の形成に向け、より一層取組の充実に努めていきます。 
 また、引き続き推進団体と協働した啓発活動を推進するとともに、男女共生セミナーの開催等、

男女平等意識への醸成に努めていきます。 
 この他、旧向陽中学校跡地に建設予定の複合公共施設については、平成３０年度中に生涯学習

センターとしての開館に向け、市長部局との連携を図りながら一括して整備運営を行う民間事業

者を選定し、設計・建設を進めていきます。 
読書活動推進については、子どもの成長期にあわせた読書環境を整備するため、親子読書ふれ

あい事業ブックスタートを実施するほか、読み聞かせボランティア等の育成を目的とした読み聞

かせ講座の開催などの、子ども読書環境整備事業を進めていきます。 
また、港の文学館については、「生き続ける名作展」を年間テーマとして、各種企画展を開催し

ます。 
 
２．文化振興 

 文化振興については、（仮称）環境科学館・図書館の整備に向け、市民意見等を反映させた基本

計画を踏まえ、基本設計や測量調査を実施します。 
文化センターについては、リハーサル棟の改築及び地下駐車場の耐震改修工事に着手するほか、

民俗資料館については、軒下などの改修工事を実施します。 
また、文化財の保護については、絵鞆貝塚をはじめとする市内遺跡の出土資料を整理し、資料

の展示室の整備に向けた取組を進めます。  
 
３．スポーツ振興 

スポーツ振興については、入江運動公園の陸上競技場第２種公認継続に向けた整備や温水プー

ル熱源改修、各スポーツ施設の修繕改修を行うほか、（仮称）総合体育館の整備に向けて、測量調

査や民間活力導入の検討を行い、改築時期を判断します。 
また、市長部局と連携を図りながら、今後のオリンピック・パラリンピックのほか、スポーツ

合宿の誘致に努めるとともに、スポーツ関係団体の連携を一層密にし、地域スポーツ振興の推進

などに努めていきます。 
 
○むすび 

 以上、平成２８年度教育行政方針について、申し上げました。 
 
教育改革が進む中、教育行政の果たす役割は、ますます重要との認識に立ち、「子どもたちが生

き生きと輝く室蘭の教育づくり」と「生涯にわたって主体的に学ぶ環境づくり」に努めていきま

すので、議会並びに市民の皆様のご理解とご協力を心からお願い申し上げます。 
 


